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関東甲信越静ブロック中小企業青年中央会

１１年ぶり山梨県で代表者会議等を開催！
　１都１０県の青年中央会で組織される関東甲信越静ブロック中小企業青年中央会は、令和５年２月

３日（金）にベルクラシック甲府において、第２回関東甲信越静ブロック中小企業青年中央会代表者会

議等を開催した。今年は、１１年ぶりに山梨県が幹事県となり、各都県の青年中央会会長をはじめ、

本県役員、会員及び各都県事務局を含む約７０名が甲府市に集まった。

　当日の会議は、３部構成で行われ、第１部は各都県青年中央会の会長、役員及び事務局による活動

報告及び意見交換等の代表者会議、第２部では中小企業におけるＤＸの取組を学ぶ講習会、第３部で

は各都県の会員間の交流を深める交流懇親会が開催された。

　第１部の代表者会議では、１都１０県の青年中央会が令和４年に行った青年部会員等の課題解
決のための取組事例や活動報告の発表が行われ、本県からは青年中央会理事（山
梨県塗装協同組合青年部甲塗会会長）の加藤修氏が、ＩＴクラウドを活用した
在庫一括管理システムの構築、ＤＸ化に対応するプロセスの説明をし、予算や
システム上の課題など事例を用いて発表した。続いて、本県青年中央会会長（山
梨県自動車整備商工組合ＡＭＳ山梨青年部 代表）の川崎太氏からは、昨年の「車
ふれあい祭り２０２２」で行われた関東運輸局自動車技術安全部長と川崎会長
を含む５名の現役自動車整備士との車座対話（テーマ「仕事のやりがいや重要
性等について」）の様子を、ＹｏｕＴｕｂｅの動画を用い、仕事の内容や自動車整備士が日々の
自動車技術の進化にどのように対応しているか、仕事の楽しさややりがいを理解してもらい、若
い女性の整備士も活躍し、若い世代にも自動車整備士の魅力をＰＲするなど、人材の確保や育成
に取り組んだ事例が発表された。
　また他県の発表では新潟県青年中央会が、青年中央会会員企業の人手不足を
解消することや、人手不足の課題を抱える会員業界の魅力を就職活動中の若者
に向けて発信し、若い世代の労働力の確保をすることを目的として、若者に向
けた産学連携による動画を活用した採用活動の研究や新潟デザイン専門学校と
連携した動画の作成や動画の効果的な発信方法も研究しながら協同組合のＰＲ
や醸造会社の採用ＰＲ動画作りに取り組んだ事例の発表を行った。

第１部

加藤 修 氏

川崎会長

特集①
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　懇親会では、本県の会員と各都県の様々な業界の会員が交流、情報交換を図り、参加者は互いの経

営の向上などを目的として交流を図った。歓迎するアトラクションでは、笛吹市出身で本県の観光大

使を務める津軽三味線奏者福嶋孝顕氏とのコラボで、津軽三味線、ピアノ、バイオリンのユニットで

ある「木ノ花」による演奏がされ、会場のボルテージは最高潮に達した。

　中締めの挨拶では、次回の関東甲信越静ブロック青年中央会幹事県の長野県青年中央会会長の田邉

寛樹氏が、来年度の意気込みについて語り、来年の関東ブロックも盛り上がりが期待される。

　新型コロナウイルス感染の拡大以降、中小企業者の交流が少なくなっている中、貴重な交流の機会

である代表者会議が１１年ぶりに本県で開催され、本県青年中央会会員企業が他県の中小企業者との

交流を行い、様々な経営上の問題など解決策のヒント得て、有意義な時間を過ごすことができた。

　第２部の講習会では、明治大学大学院経営学研究科長専任教授岡田浩一氏を
講師に招き、「ＤＸ時代の中小企業～人材育成と企業成長～」と題して講習会
を開催した。講習会では、「社会環境は日々変化を続けており、企業が成長発
展するため変化に対応することは必須事項である。情報化社会の進展やＩＴ化
社会、ＤＸ時代へと移り変わる中で、 中小企業は常に人材不足に悩まされてい
る。特に今はデジタル人材の不足が中小企業経営にとっては課題の一つであり、
今後解決していかなければならないＩＴ経営に向けて業務プロセスの再構築

にＩＴを活用した顧客満足や生産性の向上、新たなビジネスモデルの構築、・取引・顧客情報など
を利用した営業やマーケティングの改革、新製品や新サービスの開発など、取り組まなければならな
い様々な課題がある。」と述べ、また既存の社員をＤＸに対応できるよう育成に力を入れている企
業等の紹介や取組事例などが紹介され、参加者はＤＸと企業成長のための取組方などを学んだ。

第２部

講師の岡田教授

　第３部の交流懇親会では、代表者会議及び講習会の雰囲気から一転し和やか
なムードで進行、来賓として山梨県産業労働部部長の山本盛次氏、甲府市副市
長の奥原崇氏、中央会栗山直樹会長、全国中小企業団体青年中央会副会長冨田
一郎氏を来賓として招き、関東甲信越静ブロック青年中央会の会長、役員、事
務局及び本県青年中央会の会員等、約７０名が参加した。
　冒頭のあいさつで栗山会長は、山梨での関東甲信越静ブロック代表者会議が
開催されたことを歓迎するとともに大勢の次世代を担う経営者が集まり交流を

深めることにより、それぞれの業界を盛り上げていってほしい旨の話があった。また全国青年中
央会副会長の冨田氏からは、次回の全国講習会は、宮城県で行う予定であることが発表された。

第３部

栗山会長

特集①
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業界の動き業界の動き
データから見た

業界の動き
令和５年

1月

1月報告のポイント
留まるところを知らない物価上昇に加え「賃上げ」が課題
中小企業者の人材確保・定着のためには経営の安定化が必須

１月の県内景況のD.I値は、製造業・非製造業をあわせた全体で
　　売 上 高　▲ 6 ポイント（前年同月比　 4 ポイント↘）
　　収益状況　▲ 8 ポイント（前年同月比　16ポイント↗）
　　景 況 感　▲ 4 ポイント（前年同月比　10ポイント↗）となり、

売上高は前年を下回ったが、収益状況・景況感は前年を上回った。
　業種別で、製造業では…
　　　　　　　売 上 高　＋ 5 ポイント（前年同月比　15ポイント↗）
　　　　　　　収益状況　▲15ポイント（前年同月比　 5 ポイント↗）
　　　　　　　景 況 感　▲10ポイント（前年同月比　±０ポイント）となった。
　売上高、収益状況のD.I値が前年同月の数値を上回った。木材・木製品製造や繊維・織物製品の一部では売上げ
の回復の声も聞かれた。しかし、業務用機械器具製造、電気機械部品加工などでは「半導体製造装置やロボット
関連の受注量の減少が深刻」と需要の減少が報告されており、原材料価格などの相次ぐ値上げによる収益状況の
悪化に加え、売上げ・仕事量の確保に苦慮する事業者の状況が伺えた。
　非製造業では…
　　　　　　　売 上 高　▲13ポイント（前年同月比　16ポイント↘）
　　　　　　　収益状況　▲ 3 ポイント（前年同月比　24ポイント↗）
　　　　　　　景 況 感　± 0 ポイント（前年同月比　17ポイント↗）となった。
　収益状況、景況感D.I値が前年同月を上回ったが、売上高は前年を下回った。
　「全国旅行支援策や行動制限の解除により、観光客の宿泊が増加している」と宿泊業界や関連する食品小売業で
は売上げの回復が見られる一方、商店街では「セールを開催しても客足が伸びない」、タクシー業界でも「人流
の増加はあまり感じられず、タクシーの稼働台数は少ない」など、物価高の影響から消費活動は活発とはいかず、
売上げ・仕事量の回復を感じることができないことが伺えた。
　中央会では月次景況調査対象50社に対し、組合員や業界の今後の賃上げの動向について聞いたところ、41社（50
社中の有効回答数）より回答を得た。賃上げを「実施する（予定である）」との回答は31.7%、「実施しない」は
26.8%、「未定」が41.5%となり、賃上げに前向きな企業は全体の3割強、大半は慎重な姿勢が伺えた。
　「実施する（予定である）」と回答のあった企業には対応の方法についても聞いたところ、「ベースUP」が
92.3%、「一時金」が7.7%となった。
　大手企業では既に2023年の賃上げを表明したところもあり、中小企業者が現在課題のトップとする人材の確保
への影響が考えられる。
　今回の調査では、「人材の確保・従業員のモチベーション維持のために賃上げを行う（木材・木製品製造業）」
など、業界問わず多くの中小企業者が賃上げの必要性を痛切に感じていることが伺えたが、企業の間で取引され
る全てのモノの価格が上がり続ける中、「収益状況が好転しない限り賃上げには踏み切ることができない（運輸ト
ラック業）」など、賃上げの元手となる資金の確保が難しく、先行きも不透明なことから賃上げに踏み切ること
ができないといった声が多く聞かれた。
　また、賃上げを実施する（予定である）企業も売上や収益状況が好転している企業は少なく、厳しい経営環境
の中でも人材の確保・定着のためには賃上げをせざるを得ない、現状の苦しい姿が浮かび上がる調査結果となった。

■調査員からの国等への要望・コメント  ピックアップ！ピックアップ！
　半導体の不足により大きな機械設備の導入には一年を超える期間を要する状況が続いていることから、
補助金を活用した事業について、複数年の事業期間を設ける（認める）など柔軟な対応を要望する。

概況

売
上
高（
前
年
同
月
比
）

●ＤＩ値
▲6（前年同月比▲4）

●業種別ＤＩ値
製造業　＋  5（前年同月比＋15）
非製造業▲13（前年同月比▲16）

●前月比ＤＩ値
製造業　＋10
非製造業▲  6

ＤＩ値＝ ×１００
良数値−悪数値

調査対象組合数（ ）

好転
26%
好転
26%

不変
46%
不変
46%

悪化
28%
悪化
28%

好転
22%
好転
22%

不変
50%
不変
50%

悪化
28%
悪化
28%

令和 4年 1月 令和 5年 1月
収
益
状
況
（
前
年
同
月
比
）

●ＤＩ値
▲8（前年同月比＋16）

●業種別ＤＩ値
製造業　▲15（前年同月比＋  5）
非製造業▲  3（前年同月比＋24）

●前月比ＤＩ値
製造業　＋15
非製造業＋  4

好転
12%
好転
12%

不変
52%
不変
52%

悪化
36%
悪化
36%

好転
14%
好転
14%

不変
64%
不変
64%

悪化
22%
悪化
22%

令和 4 年 1 月 令和 5 年 1 月 景
況
感
（
前
年
同
月
比
）

●ＤＩ値
　▲4（前年同月比＋10）
●業種別ＤＩ値
　製造業　▲10（前年同月比±  0）
　非製造業±  0（前年同月比＋17）
●前月比ＤＩ値
　製造業　＋15
　非製造業±  0

好転
14%
好転
14%

不変
58%
不変
58%

悪化
28%
悪化
28%

好転
12%
好転
12%

不変
72%
不変
72%

悪化
16%
悪化
16%

令和 4 年 1 月 令和 5 年 1 月

担当：宮川
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業界からのその他のコメント

●製造業

食料品（水産物加工業） コロナ規制緩和で経済活動が活性化してきている。業務用商品、ギフト関連商品ともに売上げは堅
調に推移しており、前年同月と比べ148%となった。

食料品（洋菓子製造業） 店舗拡大及びテレビ放映効果により、前年同月と比べ売上げは114%となった。

食料品（パン・菓子製造業） 包材、原材料、光熱費が高騰し収益の確保が厳しい状況が続いているため、商品の販売価格の値上
げを検討している。

繊維･同製品（織物）①

傘地部門▶前月から続いている注文を生産している状況。
インテリア部門▶受注量、織機の稼働状況ともに順調である。
裏地部門▶原材料（原糸）の納入が遅れており、2月以降の織機の稼働状況を懸念している。
ネクタイ部門▶例年に比べ受注量が少ない。原材料（生糸）の価格が高騰しているため、今後の相
場の動向を注視している。

繊維･同製品（織物）② 東京で開催された織物・布地の展示即売会では、想定以上の売上げを確保することができた。行動
制限が解除されたこともあり、今後はさらに人流が回復し経済活動が活発化することを期待している。

木材・木製品製造 前年同月と比べ売上げは92%増加しているが、人手不足が深刻で従業員一人ひとりの仕事量が大き
いことが課題である。

窯業・土石（山砕石） 原材料、燃料、電力価格などの高騰分を製品価格に転嫁できておらず、前年同月と比べ売上げ▲２％、
収益状況▲５％となった。

鉄鋼・金属（金属製品製造業）売上げ、収益状況ともに昨年同月とほぼ変化がなかった。
一般機器
（業務用機械器具製造業）

受注量の減少と原材料価格の高騰が続いており、前年同月と比べ売上げ▲10%、収益状況▲11%と
なった。今年も厳しい経営環境が続くことを予測している。

一般機器
（生産用機械器具製造業）

前年同月と比べ売上げは12%増加した。原材料価格の高騰分を製品価格に転嫁することができるよ
う取引先に要請しているが、1月の納品分への反映はごく僅かであった。受注量も減少しているため、
今後も収益の確保が厳しい状況が続くことを予測している。

電気機器
（電気機械部品加工業）① 年度末に向けて仕事量が増加しており、前年同月と比べ20%の売上げ増加、収益状況は25%好転した。

電気機器
（電気機械部品加工業）②

半導体製造装置、ロボット関連の受注量の減少が深刻であり、前年同月と比べ売上げ▲20%、収益
状況▲15%となった。見積もり案件数の減少から下請け同士の価格競争が激化しており、この状況
がいつまで続くのか不安である。

宝飾（研磨） 渡航規制が緩和されたことで展示会での売上げ増加を期待していたが、想定を下回る結果となった。

●非製造業

卸売（自動車中古部品）
中古車部品の販売価格は高い水準を保っているが、新車納入の遅れによる廃車の発生台数が減少し
ており、前年同月と比べ売上げ▲40%、収益状況▲30%となった。2月以降の新車の納車遅れの改善
に期待している。

卸売（ジュエリー）

1月は円高傾向によりダイヤなど相場が下がっているものがあるが、世界的な品薄の影響で高品質な
色石の入手が困難になっており価格が上昇している。
１月に開催した国際宝飾展では国内外から多くのバイヤーが来場し、取引状況はコロナ以前に戻り
つつある。
組合員は賃上げの動きがあるが、ハローワークに求人を出しても正社員、パート共に問い合わせが
なく業界全体で人手不足が深刻である。

小売（青果） 厳しい寒さによりによりイチゴの出荷量が減少した。
燃料・電力価格の上昇分を販売価格に転嫁できず、前年同月と比べて収益状況▲４％となった。

小売（食肉） 全国旅行支援の影響で宿泊施設の客足は増加しており、食肉の取り扱い量はコロナ以前に戻りつつ
ある。一方、飲食店は個人の利用者が少なく売上げが伸び悩んでいる。

小売（電気機械器具小売業） 前年同月と比べ売上げ▲13％、収益状況▲10%となった。しかし、電力などのインフラに係る価格
の上昇により、今後は省エネ商品への買い替え需要が増加すると予測している。

小売（事務機小売業） 役務的な仕事（施工業務やレイアウト変更）は増加しているが、消耗品の売上げが減少したことで、
昨年同月と比べ売上げ▲25%となった。

小売（ガソリン）
原油価格は81ドル～85ドル/バレルの間で推移している。為替も昨年の円安傾向を脱し、120円代後
半で推移していることから原油の調達コストは低下しているが、国の補助金がなければレギュラー
ガソリンの価格は180円/ℓを超える状態である。

商店街
組合が管理する駐車場の売上げは12月と同様に回復傾向にあるが、コロナウイルス感染拡大や、物
価上昇による消費活動の停滞により、各店の売上げの減少が深刻である。セールを開催しても客足
が伸びず、前年同月と比べ売上げ▲30%、収益状況▲26%となった。

宿泊業 全国旅行支援策により観光客の宿泊が増加している。ビジネス客や工事関係者などの宿泊も多く、
売上げは堅調である。

警備業
悪天候や工事関係者のコロナウイルス感染者数の増加によって予定されていた工事が中止または１
週間以上の休工となり、前年同月と比べ売上げ▲15%、収益状況▲８％となった。2月以降、警備依
頼が増加しているが、人手不足により受注することができない事業者が多い。

建設業（総合） 1月の県内公共工事は、前年同月に比べ、件数で13％増加しており、請負金額は55%の増加となって
いる。1月末累計では件数で４％減少、請負金額でも７％それぞれ減少している。

建設業（型枠）
コンクリートパネル等の原材料価格が高止まりしており、収益の確保が困難な状況が続いている。
仕事量は減少しているが、職人の高齢化による退職者の増加により忙しさに変わりはない。人材を
募集しても問い合わせはなく人手不足が深刻である。

建設業（鉄構） 取引先に受注価格の適正化を要請しているが、原材料や副資材等の値上りが続いており転嫁が追い
つかない状況である。

設備工事（電気工事） 仕事量は回復傾向にあるものの、原材料価格の高騰により収益の確保が難しい状況が続いている。

設備工事（管設備） 原材料価格の高騰により収益の確保が難しい状況が続いており、次年度の見通しもままならない状
態である。

運輸（タクシー） 全国旅行支援や行動制限の解除による人流の増加はあまり感じられず、タクシーの稼働台数は少な
い状況が続いている。

運輸（トラック） 物価高騰を背景に組合員の中にはペースアップを検討している企業が多いが、収益状況が好転しな
い限り賃上げには踏み切ることができないと考える。

その他（介護） 雇用人数は変わらないが労働時間が減少しており、前年同月と比べ売上げ▲２％となった。
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　　物価高騰対応経営サポート　　物価高騰対応経営サポート 事業費補助金事業費補助金 取り組み紹介（前編）

特集②

長期化する新型コロナウイルスの感染拡大の状況下で、国際情勢の不安定化による原油価格・

物価高騰などの影響を受けて中小企業の経営状況が悪化している。こうした中、山梨県の令

和４年度の６月補正予算で「物価高騰対応経営サポート事業費補助金」が創設され、22組合・団

体が採択された。

　採択された組合や団体は、材料価格・燃料価格高騰による影響を業界組合

としてスケールメリットを活かして適正な価格転嫁、代替原材料の開拓、業

務の効率化・生産性向上や業界の魅力発信などさまざまな取り組みを行った

内容が報告された。

団体名 山梨県トラック事業協同組合

一般社団法人山梨県トラック協会

山梨県山砕石事業協同組合

企業組合ふるさと旬菜森樹

「標準的な運賃」と燃料価格高騰による燃料サーチャージ等、
適正な運賃・料金の収受に向けた新聞広告

「標準的な運賃」と燃料価格高騰による燃料サーチャージ等、適正な運賃・料金の収受に
向けたラジオＰＲ

業界の地位向上、組合員の売上向上を図るためのＰＲ事業

原材料高騰に対応した地元野菜を活用した新メニューの
開発と導入

消費者や荷主に物価高騰に理解を深めてもらうた
めに「事業存続危機」の現状、「標準的な運賃」

及び「燃料サーチャージ導入」の適正な運賃・料金の収受に係る内容を新聞広告へ
掲載した。掲載後、荷主企業に対して、運賃・料金の交渉及び燃料サーチャージに
ついて、交渉を進めることができた。引き続き交渉を実施していく。

消費者や荷主に物価高騰に理解を深めてもらうために「事業存続危機」の現状、「標
準的な運賃」及び「燃料サーチャージ導入」の適正な運賃・料金の収受に係るラジ

オＣＭを１０～１１月に実施した。ラジオを媒介とした効果は、反響が大きく荷主企業に対して、運賃・料金交渉及び
燃料サーチャージについて、交渉を進める土壌ができた。

工事施工主や骨材の需要先、一般市民に対する
砕石業の認知度を高め、業界に対する社会的な

評価を向上させるため、組合員の担う役割や事業活動を紹介するパンフレットを作
成した。
組合員各社からニーズの高かった、取引先はもとより、将来の人材を確保するため
に必要な学校等に対して砕石業を説明するための資料を整えることができた。

委員会での検討過程で、年間４回メニュー切り
替えていた、メニュー数が多くため食材のロス

が発生、調理の手間で人手がかかるなどの問題点が出された。そこで、メニュー構
成を抜本的に見直し、食材の使い回しや調理の省力化を含めて２シーズンの切り替
えの新メニューを導入することとし、経営の合理化を図ることができた。

No.1

No.2

No.3

No.4

適正運賃の必要性を訴える新聞広告

新装したメニューブック

業界PRのために作成されたパンフレット

団体名

団体名

団体名

テーマ名

テーマ名

テーマ名

テーマ名

取り組み・成果・効果等

取り組み・成果・効果等

取り組み・成果・効果等

取り組み・成果・効果等
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特集②

山梨県自動車車体整備協同組合

山梨県印章店協同組合

原油高による価格転嫁の周知ポスター等の作成事業

新分野へ進出し、若年層を取込み、持続
可能な印章需要の獲得

組合員の行う自動車鈑金塗装の原材料等高騰による価格転
嫁を、顧客に理解してもらうためのポスター・チラシ等を

作成。鈑金塗装は言葉で説明する際、表現が専門的なため一顧客に伝わりにくかったが本事業
の成果物では写真により作業内容のイメージ・伝わりやすさが増し、組合員が行う業務と使用
する原材料等の値上りを伝えるツールとなった。

小学生及び女子中高生等の若年層をターゲットにした
ステーショナリーアイテムの商品開発を実施。印章制

作の技術素材である文字、生き物（魚、亀、貝、等）の象形文字をデザイン化し、印影入れ
た栞やレターセット等を開発、更に新たに組合ＷＥＢサイトを構成し、新商品等のＰＲを行
い、継続的な売上に繋がることが期待される。

No.5

No.6

価
格
転
嫁
へ
の
理
解
促
す
ポ
ス
タ
ー

開発した新商品を紹介する
ＷＥＢサイト

団体名

団体名

テーマ名

テーマ名

取り組み・成果・効果等

取り組み・成果・効果等

一般社団法人山梨県木造住宅協会
省エネ住宅推進のための「山梨モデルＰＬＡＮ」作成

ウッドショックなどによる建築コスト高騰を省エネ住宅によるランニングコストでカ
バーするため山梨の環境に配慮した省エネ住宅基準となる「山梨モデルＰＬＡＮ」を策定

した。この取り組みは山梨初であり、これにより当協会が山梨県の省エネ住宅推進の中心的役割を担うための機会とすること
ができた。

No.7団体名

テーマ名

取り組み・成果・効果等

都留機械金属工業協同組合
物価高騰／組合員の強みに興味を持つ企業への橋渡し販促事業

物価高騰などによる組合が抱えている問題を抽出、分析、価格転嫁するための新規顧客
を集客するための販路活動が重要とし、情報提供を行うためのＨＰ作成を行った。動画

入りＨＰを公開したことにより、組合員企業の業務状況が分かりやすくなるだけでなく、組合のＨＰ作成によって組合の活動
内容が随時発信することが可能となった。

No.8団体名

テーマ名

取り組み・成果・効果等

山梨県酒造組合
酒造りにおける産業廃棄物をリユースし、効率化・生産性向上を図る

清酒業界にとって食品廃棄物等（副産物）の発生抑制が課題となっていた。酒粕は、美容
や健康に効果が認められているが、現代の食生活に馴染まず、水分量も多いためコスト増

となる。そこで、廃棄物ではなく副産物＝重要な資源と捉え、食品ロスを削減し、持続的な生産活動の実現に向けて、新たな
取り組みへの指針ができた。

No.9団体名

テーマ名

取り組み・成果・効果等

山梨県パン協同組合
新製法による付加価値の高い国産小麦パンの開発と市場調査

新製法技術を活用した付加価値の高い新商品開発により、他との差別化が図られ、組合員
の売上の増大と利益率の向上が期待できる。また、製造原価を抑えることができ、利益率

の向上につながる。消費者に試食調査を実施したところ、非常に好評であり、今後の各社での商品開発、学校給食への提案な
どにより、販路拡大が期待される。

No.10団体名

テーマ名

取り組み・成果・効果等

山梨県酒造協同組合
国内初！名水の地・山梨から発信する日本酒テロワールによる高付加価値化

日本酒の香味に影響を与える要素は無数に存在するが、日本酒成分の約８０％を占める
「水」。国内で唯一水系を限定されている地理的表示「ＧＩ山梨」の付加価値を高めるため、

山梨の地形、地質等による水系調査を行った。蔵元の海外展開する際に海外のバイヤーや顧客に日本酒のテロワールを科学的
な視点から説明でき信頼性を高めることが可能となった。

No.11団体名

テーマ名

取り組み・成果・効果等
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中央会では、国が行う「ものづくり補助金」
の山梨県地域事務局として、試作開発等に
取り組む事業者への補助金交付や事業推進
の支援に取り組んでいます。このコーナー
では、「ものづくり補助金」を活用し、新た
な事業展開のための試作開発に取り組んで
いる事業者を紹介します。

や
ものづくり最前線！
まなし

３Ｄプリンター及びＣＡＤ／ＣＡＭ導入
による補綴物製作技術の革新

健翔会ナサルス 株式会社 技工部長 石部 紀彦 氏

いても手作業は機械加工と比較すると時間がかかるた
め、納期面で患者の要望を満たすことができない。
　今回の取組みによって、一般診療用補綴物の従来の
納期が中６日（稼働日）であったのに対し、中２日まで
短縮が可能となり、製作自体は最短５時間で終わるた
め、特別対応で午前中に依頼があった先に午後納品す
ることが可能となった。
　デジタルによる高精度な測定と短時間での設計・加
工。そして職人の技からなる審美を追求した審美補綴
物の製作が高度に組み合うことにより、短期間でも患
者からの満足を得られる精度の高い審美補綴物が作る
ことが可能となった。
　審美性を追求した審美補綴物は職人にしか製作が出
来ないところだが、デジタル・アナログを駆使し、一
般診療用補綴物と平行してさらに短期間で高精度の実
現を深めていく。
　データで歯科医師とやり取りすることだけでも、大
いなる時短となる。患者の口内をスキャンし、データ
化して３Ｄで判断し石膏で歯型を作らずに済む。３Ｄ
画像をくるくる回して、適切な補綴物をデータとして
創り上げ３Ｄプリン
ターにより製作する。
しかし、結局仕上げ
は手作業になり、歯
科技工士の長い経験
から培われた匠の技
があって、ようやく
完成となる。
　石部部長は、「今後
は、審美という世界
に、技工士たちが新
たに取り組もうとし
ている。直接患者と
対話して、希望や好
みも聞き取れるよう
なシステムも、今模
索中である。」と話す。

健翔会ナサルス株式会社（甲府市）は、歯科医師と
連携し、失われた歯の形や機能を回復し、見た

目を損なわないようにするための製作物である歯科技
工物や補綴（ほてつ）を手掛けている。
　従来の歯科が虫歯や歯周病などの病気を治すことを
目的としているのに対して、美しさと健康の両方を目
的とした診療は審美診療・審美補綴と呼ばれている。
　欠けてしまった歯の歯並びや歯の色などを整え、審
美性を回復させ、より美しい口元を創る診療であり、
またそのために使用される補綴を審美補綴という。
　歯科技工業界は、他の製造業と同様に補綴物につい
ては、中国やベトナムなどの人件費の安い国からの低
価格品の流入が進んでいるが、海外製の補綴物は納期
がかかることに加え、口腔状況に合わないこともあ

り、精度に対するニー
ズが求められていた。
そこで当社は、口腔
状況に合う高精度な
一般診療用補綴物を
短納期で提供するこ
とを目標として取り
組み、その課題解決
のため、ものづくり
補助金により設計か
ら製作までの高精度
加工を短納期で実施
できる「歯科用 CAD/
CAMマシン」、「歯科
専用３Ｄプリンター」
を導入した。これに
よりワークの正確な
形状の測定が可能と
なって測定精度が向

上するとともにらせん状にワークも測定可能となり、
また立体的に測定することで、高精度加工部品全体の
加工品質を保証する体制の構築が可能となった。
　審美補綴と同様に、一般診療用補綴物も手作業で製
作している。手作業での補綴物製作は、熟練技工士で
ないと機械加工ほどの精度は出せない。しかし人の手
作業であるがゆえに熟練であってもムラが存在するこ
ととなる。ミクロン単位のズレは患者の違和感に繋が
り、最悪の場合、患者の歯に合わずはまらないことと
なり再製作となる場合もある。これが大幅なコストを
生み信用失墜にもつながってしまう。また、納期にお

ＣＡＤ/ＣＡＭマシン

モニターに３Ｄ画像

加工プロセス

３Ｄプリンター

作業中
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市民のライフラインを守り６０年
　甲府市管工事協同組合　

甲府市管工事協同組合（雨宮正理事長　
組合員 42 社）は、令和４年８月に設立

60 周年を迎えたことを記念し、２月 22 日に
甲府市内で記念講演及び祝賀会を開催した。
　甲府市は大正２年（1913 年）に全国で 26
番目に上水道の給水を開始、１日の最大給水
量が３倍に拡大した昭和 29 年から上水道工
事指定店制度を採用、民間業者に給水装置工
事資格が与えられ、昭和 36 年に組合の母体
となる甲府市上水道工事指定店組合が創立、
翌年８月に甲府市管工事協同組合が設立さ
れた。

　現在の甲府市上水道は甲府市に加え甲斐
市、中央市、昭和町などへの給水も担い、組
合は維持管理面から市民のライフラインを
支えている。
　組合は、平成４年に甲府市上下水道局と

「災害応急復旧工事等に関する業務協定書」
を締結、阪神淡路大震災をはじめ全国各地の
災害被災地に、水道設備復旧のための支援隊
を派遣してきた。また、市の総合防災訓練に
毎年参加し、防災復旧工事訓練に積極的に取

組んでいる。平成 28 年度及び 29 年度には
組合と組合員が災害時の事業復旧方法をあ
らかじめ決めておく「事業継続計画（ＢＣ
Ｐ）」策定にも取り組み、組合独自に組合員
への安否確認訓練も実施するなど、ＢＣＰの
実効性の検証と組合と組合員間の連携体制
構築に努めた。
　近年、コロナ禍において連携活動が制限さ
れる中でも将来の業界を担う人材育成や資
格取得等の支援を行うなど活動を止めるこ
とは無い。

　雨宮理事長は、「設立 60 年を経過し、組
合員事業者の役割は水道の普及から生活に
欠かせないライフラインの維持に変わった。
各企業も安定的に事業活動を続けていくこ
とが求められ、組合の行う支援も変化しなけ
ればならない。昨今の経済情勢を背景に事業
継続のための経営計画策定支援「新３Ｋ（給
与・休暇・希望）」の実現に向けての取り組
みや後継者・承継者の育成なども重要課題と
なっている。今後も甲府市上下水道局、中央
会、組合員・青年部などと協力を図り、市民
のライフラインを守る責務を果たすために、
個々の組合員が抱える課題解決や経営基
盤の強化に組合として共同の力で取り組
んでいきたい。」と力強く語った。 担当：堀内

A C T I V E  K U M I A I活 動 あ れ これ

最初の組合事務所（昭和38年）

地震による漏水を想定した
復旧工事訓練（令和4年）

栗山会長他、多くの来賓も60周年を祝った

あいさつを行う雨宮理事長
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施策
情報

商取引を行うすべての事業者にとって

「電子帳簿保存法」への対応は、必須必須です。

令和４年から、改正電子帳簿保存法が施行され、国税関係の帳簿・書類※１のデータ保存について、
抜本的な見直しが行われました。多くの事業者が日常的に行っている請求書を PDFでメール添

付しての授受や、インターネットで物品購入をするなどの「電子取引※２」について、その取引情報を
紙に出力して保存することが認められなくなるといった大きな改正内容も含まれています。

　昨今では上記※2のように、領収書をインターネット上で交付する通信会社や電気会社なども増えて
います。また、請求書を郵送ではなく、メール添付やクラウドサービス上で発行する企業も多くあり
ます。
　令和５年 12月末までに行う電子取引については、保存すべき電子データをプリントアウトして保存
し、税務調査等の際に提示・提出できるようにしていれば差し支えありませんが、令和６年１月から
は保存要件に従った電子データの保存が必要ですので、そのために必要な準備をお伝えします。

紙の請求書

受領する側の保存の方法は２つの方法があります
１．�紙のまま請求書を保存
２．�紙の請求書をスキャナで読み込みやスマートフォ
ンなどで撮影し、電子画像データで保存

　　→�請求書受領後、おおむね 70日以内に画像デー
タにタイムスタンプを付与する

　　　（�訂正・削除の記録が残るクラウドサービス等
の活用で、タイムスタンプ付与は不要）

　　→確認や出力がすぐできる環境でデータを保管

発行する側の保存の方法は２つの方法があります
１．�紙の請求書控えを保存
２．�紙の請求書をスキャンし、電子データで保存（受
領する側の保存方法と同様）

電子での請求書

受領する側の保存方法は２つの方法があります
１．�電子データを紙に出力して保存（令和６年 1月
以降は廃止　）

２．�電子データのままの保存（電子帳簿保存法）
　　受け取った PDF等を保存
　　→�請求書受領後、おおむね 70日以内に画像デー

タにタイムスタンプを付与する
　　　（�訂正・削除の記録が残るクラウドサービス等

の活用で、タイムスタンプ付与は不要）
　　→�確認や出力がすぐできる環境でデータを保管

発行する側の保存方法は２つの方法があります
１．�電子データを紙に出力して保存（令和６年 1月
以降は廃止　）

２．�電子データのまま保存（受領する側の保存方法
と同様）

×

×

　売り手となる請求書の発行側は現在、請求書控えの作成の義務はありませんがインボイス制度が始
まると適格請求書の控えを保存する義務が生じ、書類の作成が必要となります。
　事務処理の煩雑化や増加など経理業務取り巻く環境が大きく変わるなかで、効率化・財務管理の見
える化のための機器入れ替え・システム導入に対応した補助金の活用をはじめ、電子帳簿保存法に対
応するための相談やデジタル化対応のための専門家派遣を中央会ではおこなっています。
　お気軽に担当指導員にお問い合わせください。

インボイス制度開始後は請求書控えの作成義務が生じます
注意

※２ 電子取引の例※１ 国税関係帳簿・書類
・�メールに添付して送信した領収書
や請求書
・�インターネット通販などでマイペー
ジからダウンロードした領収書
・�受発注管理を行うクラウドサービ
スを介してやりとりした請求書
・��ＵＳＢメモリに保存された状態で
受け取った請求書　など
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情報ＢＯＸ１

令和４年度環境標語最優秀作品
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中央会女性部会（星ちえ子会長 /23会員）は、2
月 15日（水）にブライダルヴィレッジティン

カーベルで中央会と共催によりビジネスリーダー
研修会を開催した。
　社会・経済環境、法律などが大きく変わり、
人々の価値観や考え方にも影響している中、地域
の経済・雇用を支える中小企業も時代の流れを的
確にとらえ、柔軟に対応していかなければならな
いとして企画された研修会で、講師の株式会社
Woomax� 岡部朋子氏は、人は誰でも多かれ少な
かれ「思考の偏りや無自覚な思い込み＝アンコン
シャスバイアス」を持っているが、新しい挑戦やア
イデアが生まれやすい組織づくりのためには、経
営者や職場のリーダー、支える従業員一人ひとり
が、多角的にものごとを見る力を身につけること

が重要である。その際に意識す
べきこととして、「❶常に疑問
を持つ：“本当正しいのか？”と
自分の考えを見つめなおし、他
の選択肢はないか考える」、「❷
目的に立ち戻る：何が目的で何
が大切なのかを常に意識し、目
的と手段を混同しない」、「❸対

話を通じて解決する：行動や発
言の根源にある考え方、価値観
などについて掘り下げて語るこ
とで、自身を客観的に見ること
ができる」の３つが重要である
と話があった。
　また、研修会では参加者同士
の意見交換も行われ、発想の転
換からビジネスの幅を広げることに成功した実際
の中小企業者の事例をもとに、自身・自社ならど
う乗り越えるか解決策のアイデアを出し合った。
　参加者からは「自社の研修でもテーマとして
扱ってみたい」、「業界や立場の垣根を超えた意見
交換により、自身の思い込みに気づくことができ
新しい考え方が生まれた」などの声があった。

労務管理など職場環境の改善に取り組み、地域
や業界単位で組織する協議会を会員としてい

る山梨県中小企業労務改善団体連合会（会長小林
清哲）は、2月 17日に表彰記念式典と記念講演会
をベルクラシック甲府で開催した。

　記念式典には、受賞者と会員
協議会より約 40名が出席、こ
れまで企業の労働環境の改善や
福祉の向上等に積極的に取り組
み永年にわたり尽力してきた協
議会役員や企業経営者、従業員
の表彰が行われ、団体功労者
14 名と優良従業員２名に、山

梨県知事、中小企業団体中央会会長、労務改善団
体会長表彰がそれぞれ授与された。
　表彰式の開会にあたり、小林会長はコロナの影
響により一変した経営環境の中で、勤務体制の調
整やオンライン活用による在宅勤務など、雇用の
維持継続に努めてきた会員集団の企業に労いの言
葉を述べるとともに、「未だ収束が見通せないコ
ロナ渦で、これまで取り組んできた職場改善事業
や働き方改革の推進など有効に情報を共有し、各
地域における更なる労務環境の改善と新しい働き
方の構築に向けて積極的に活かしていきましょ

う。」と主催者のあいさつを行なった。
　また、山梨県産業労働部古澤善彦次長、山梨県
中小企業団体中央会栗山直樹会長が来賓として出
席し祝辞を述べた。
　表彰式典終了後、日本銀行甲府支店の水野裕央
支店長を講師に迎え、「経済情勢と課題－日本の
経済情勢と県内の景気動向－」をテーマに記念講

演が行われた。
　 本表彰式典と記念講演会は、コ

ロナウイルス感染状況を注視
しながら、会場の感染防止ガイ
ドラインを遵守し出席者に配
慮した形式で２年ぶりの開催
となった。

多様性の時代ビジネスの幅を広げる3つの重要な考え方
～ビジネスリーダー研修会を開催～

２年ぶりに労務改善団体連合会表彰記念式典を開催
団体功労者・優良従業員を表彰

山梨県中小企業労務改善団体連合会

山梨県中小企業団体中央会女性部会

2

1

担当：輿水

担当：宮川

星 ちえ子
女性部会会長

表彰状授与

講師の
岡部 朋子 先生

主催者あいさつをする
小林会長

日本銀行甲府支店
水野支店長
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